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保険関連文書を対象とした文章校正支援のための変換誤り検出
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近年、保険や金融などの書類が紙媒体が主流であっ

た分野においても電子データの利用が増えてきている。

しかし、今でもこのような電子データの書類であって

も、校正は人手で行われるのが主流である。

　保険関連の文書には、約款や特約等の書類 基礎書

類 と、基礎書類の内容を消費者向けに編集したパン

フレットなどの書類 派生書類 の 種類がある。派

生書類は保険協会が定めたガイドラインに沿って基礎

書類から作成されるが、その際に誤字や脱字などの入

力ミスが発生することがある。また、派生書類作成の

過程で基礎書類の内容と矛盾が生じる場合もある。そ

のため、派生書類を校正する際、基礎書類から対応す

る部分を参照する必要がある。しかし、基礎書類・派

生書類を合計するとのべ数千ページにも及ぶ場合があ

り、全てを人手で対応をつけながら校正を行うのには

多大なコストがかかる。また、保険関連文書は誤りが

存在したまま流通した場合大きな損失を生んでしまう

ため 、誤りの検出を行う場合、検出漏れをいかにな

くすかが重要になる。

　そこで、我々は校正作業の支援のため、基礎書類と

派生書類の文単位での対応付けと、その結果を用いて

誤りの検出漏れをなくすことに重点をおいた誤り検出

を行うシステムを構築する。

保険関連文書の校正支援を目的とした研究として、

丹治らの研究 や大平らの研究 がある。

　丹治らは内容語の頻度情報における対応付け、派生

書類の手掛かり語による対応付け、基礎書類の手掛か

り語による対応付けの つの手法で派生書類と基礎書

類の文の自動対応付けを行った。その結果頻度情報に

よる対応付けで最も良い結果が得られ、その結果は

割ほどであった。しかし、文によっては手掛かり語を

用いた手法でのみ正解が得られ、使い分けが必要であ

るとされた。

　大平らは丹治らの研究を基に、 品詞体系辞書に

おいて「名詞」「動詞」「形容詞」に分類される単語を

内容語として、内容語を使った文類似度と頻度を用い

た重み付けによる対応付けと、対応付けされた文を使

い、読みを用いた誤り検出を行う手法を提案している。

　本研究では大平らの研究に基づいて、誤り検出の漏

れを減らすことに重点をおき、内容語を使った対応付

けと誤り検出を行った。

保険関連文書には、約款や特約などの基礎書類と基

礎書類の内容を消費者向けに編集したパンフレットな

どの派生書類の 種類が存在する。基礎書類は、法律

文に近い性質をもつ約款や特約などの文章で章・条・項

で区分されている、文末には丁寧語を用いる、箇条書

きの場合は体言止めであるといった特徴を持つ。派生

書類は保険協会が定めたガイドラインに沿って基礎書

類をもとに消費者向けに編集したもので、パンフレッ

トや契約概要などがそれにあたる。読みやすさを考慮

しているため、派生書類は基礎書類に比べて表現が簡

便なものになっている。この派生書類を作成する際に、

誤字や脱字などの入力ミスが発生することがある。こ

れらの性質から同音異字を原因とする変換誤りが発生

しやすく、また人手での校正でも見落としやすい。

　これらの性質から、本研究では同音異字の変換誤り

を主な検出対象とした。

入力された派生書類の文の誤りを検出するためには、

その派生書類を作成するのに使用された基礎書類から

対応する文章を探し出す必要がある。そこで、入力文

と基礎書類それぞれが持つ内容語を用いた文の対応付
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け及び誤り検出の手法を提案する。

　誤り検出システムの概略を図 に示す。

図 誤り検出システムの概略

入力された文に対応した文を基礎書類から抽出する。

　基礎書類を を使って形態素解析し、 文

毎に出現した内容語を保存する。このとき同時に、内

容語とその内容語が出現した行数の対も保存する。こ

のとき、複合名詞に対応するため、名詞が連続して出

現する場合はそれらを連結し、一つの内容語して扱う。

入力文も同様に形態素解析を行い内容語を抽出する。

抽出した内容語が出現した基礎書類の行数を、内容語

と行数の対から取得し、入力文が含む内容語を最も多

く含む文を入力文に対応する文 対応文 とする。

対応付けで得られた対応文を使って入力文の誤り検

出を行う。

　入力文が含む内容語のうち、対応文に含まれない内

容語を誤りとして検出する。その例を以下に示す。

入力文：保健証券等に記載の自動車をいいます。

入力文が含む内容語：

　保健証券等、記載、自動車、いい

対応文：保険証券等に記載の自動車をいいます。

対応文が含む内容語：

　保険証券等、記載、自動車、いい

入力文の内容語『保健証券等』が対応文が含む

内容語にないため誤りとして検出される

例 ：誤り検出の例

対応付けの精度及び誤り検出の精度、再現率を確認

するために、テストセットを使った評価実験を行った。

誤り検出の精度と再現率を確認するため、以下の手

順でテストセットを作成した。

基礎書類中の文を形態素解析する

文中に現れた名詞 つを、 品詞体系辞書

から同じ読みの名詞を取得し、その名詞に置

換する

置換前の文（原文）、置換した語 置換語 以外は

そのままの文、置換語のセットを保存する

以上の処理を基礎書類の全文の全名詞に対して

行う

　このような手順で作成されるため、置換語が誤り語

となる。また、作成されるテストセットは基礎書類の

ままの誤りがない文も含むため、 文中の誤りの数は

か となる。

　原文とそこから作成された文の例を以下に示す。

　　　約款に機才の番号の読み方　　　

約款に既済の番号の読み方

約款に奇才の番号の読み方

約款に既裁の番号の読み方

約款に鬼才の番号の読み方

約款に記載の番号の読方

例 ：原文『約款に記載の番号の読み方』

から作成された文

今回 文の『自動車保険の約款』から 文を

作成した。

テストセットを入力文、テストセットを作成するの

に使った『自動車保険の約款』を基礎書類として対応

付け及び誤り検出を行う。対応付けは、抽出した対応

文が原文と一致した場合を正解とする。誤り検出は、

置換によって解析結果が変わり区切り位置も変わる場

合があるので、置換語と検出した語が完全に一致した

場合以外にも、検出した誤り語が置換語の一部と一致

するか、置換語が検出した誤り語の一部と一致した場

合を正解とする。誤り検出正解時の例を以下に示す。

入力文と基礎書類の対応付け

誤りの検出

評価実験

テストセットの作成

実験方法
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完全一致：

　置換語が『保健』のとき『保健』を検出

検出した語が置換語の一部に一致：

　置換語が『支払い』のとき『支払』を検出

置換語が検出した語の一部と一致：

　置換語が『不通』のとき『不通保険約款』を検出

例 ：誤り検出正解の例

対応文として原文と同じものを抽出し、対応付け

に成功したのは 文中 文であった 精度

。また、この 文のうち一致する内容語が

一つもなく対応文を抽出できなかったものが 文

あった。その例を以下に示す。

　　　　保険商権等　　　　

医道承認書等

配偶車

例 ：対応文抽出に失敗した入力文

　対応文を抽出できなかった文はすべて、例 のよう

な章の見出しなどの内容語が つしかない文であった。

このような文の場合、置換された後の内容語が基礎書

類に含まれていなければ一致する内容語が存在しない

ので、対応付けは不可能である。しかし、対応文が抽

出できなかった場合、入力文の内容語がすべて誤りと

して検出されるため問題はない。

　また、対応文は抽出できたが正しいものを抽出でき

なかった 文の主な失敗原因は以下のようなもの

があった。

内容語が つしかない文で置換を行ったとき、置

換した後の語を含む文が基礎書類に存在した

正解となる文を含み、それ以外の内容語を含むよ

り長い文が基礎書類に存在した

含まれる内容語は同じで、それ以外の部分が異な

る文が基礎書類に存在した

それぞれの例を以下に示す。

原文　：備考

入力文：鼻腔

対応文：１４．鼻・副鼻腔の手術

例 ：内容語が つしかない文で対応文を抽出した例

原文　：用途・車種

対応文：※１別表に掲げる用途・車種をいいます。

例 ：原文を含み、他の内容語を含む長い文がある文

原文　：記名被保険者の配偶者

対応文：ア．記名被保険者の配偶者

例 ：内容語以外が異なる文

　 のパターンでは置換語が対応文中に存在し、誤

りとして検出されないため問題である。しかし、この

ような文は主に先ほど述べたような見出しである場合

が多いため完全一致する文が存在しない場合誤りとす

るなどの対処法が考えられる。

　 のパターンではより長い文が対応文とされてし

まうため、原文よりも含まれている内容語が増え置換

語が誤りとして検出されない可能性がある。今回はそ

れぞれが含む内容語の数を考慮していないため、同じ

内容語を多く含みそのなかで一番内容語の数が少ない

物を選択するなどしてある程度数が減らせると考えら

れる。

　 のパターンでは内容語は同じであるため、誤り

を検出する上では問題ない。

テストセットの誤りを検出した結果を表 に示す。

誤りを含む 文中、誤りを検出できたのは

表 誤り検出結果

誤りを 誤り検出有り

全 含む文 誤り検出無し

体 誤りを 誤り検出有り

含まない文 誤り検出無し

計

文であった 再現率 。誤りを含まない 文

はすべて誤りが検出されなかった。また、誤りとして

語以上検出された文が 文あったが、これらはす

べて対応文では つの内容語として扱われていた複合

名詞が置換によって 語以上になってしまい、それら

すべてを誤りとして検出していたため、検出は正しく

できていた。その例を以下に示す。

実験結果と考察

対応付け

誤り検出
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対応文での内容語：核燃料物質

置換後の内容語　：かく燃料物質

検出された誤り　：かく

　　　　　　　　　燃料物質

例 ：誤りを含む複合名詞が分割されて検出された例

　このため、検出の精度は であった。検出に成

功した文のうち、対応文の抽出に失敗したものが

文あったが、すべて 節のパターン か であっ

た。

　誤りが存在するが、誤りを検出できなかった文は

文であった。その内訳を表 に示す。

　対応文の抽出に失敗した 文は全て 節の

表 検出に失敗した文の内訳

全 対応文抽出失敗

対応文抽出成功 置換語が原文に有り

体 置換語が原文に無し

計

か のパターンであった。対応文の抽出に成功した

が誤りの検出に失敗した 文は、置換語が原文に元

から含まれている文であった。その例を以下に示す。

原文　：事業を営む者が預託を受けている物

入力文：事業を営む物が預託を受けている物

例 ：置換語『物』が原文に含まれている文

　今回は、内容語の出現回数を考慮していないためこ

のような検出漏れが発生したが、出現回数を考慮した

場合、出現回数に差異が生じたときその文に含まれる

同じ内容語がすべて誤りとして検出されてしまい、検

出精度が大幅に落ちてしまうことが予想される。この

ような文では、 の頻度情報を使うなどの例外

的な処理を行うなどの対処法が考えれる。

　その他の検出に失敗した 文だが、抽出に失敗し

た内容語の種類としては 種類だけであった。その

種類を以下に示す。

さん すんで トウ ほう もの ようじ 急

旧 元 小 相 多 打 超 当 内否 比 非

これらの語はすべて形態素解析を行った際に、内容語

以外の品詞としてされてしまっていて、内容語として

抽出されていなかった。これらの語は文によって品詞

が変わってしまうため、別途に処理を行うなどして対

処する必要がある。

本研究では、保険関連文書の校正を支援するために

基礎書類と派生書類の対応付け及びその結果を用いた

誤り検出手法を提案した。その結果誤りが名詞の変換

誤り か所のみの場合において、 の精度で対応

付けを行い、再現率 ・精度 で誤りを検出

することができた。

　今回は基礎書類と同じ文章で、変換誤りが つだけ

発生した場合の対応付け及び誤りの検出を行った。今

後は対応付けの精度、誤り検出の再現率のさらなる向

上を目指し、誤りが 個以上の場合や文章の長さが変

わる場合での検証も行いたい。

　また、将来的には保険文章以外にも使用できるよう

にしたい。

研究を進めるにあたり、保険約款および特約、重要

事項説明書の文書を提供していただいた株式会社ミッ

クの細川謙三代表取締役社長に感謝いたします。

品詞体系辞書

奈良先端科学技術大学院大学松本研究室

形態素解析器

丹治広樹 山本和英 保険約款と派生書類の自動

対応付け 言語処理学会第 回年次大会，

，

大平真一 山本和英 保険関連文書を対象とした

校正支援システム 言語処理学会第 回年次大

会， ，
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